
 
 
平成27年2月期第2四半期（累計）連結業績予想数値の修正（平成26年3月1日～平成26年8月31日） 
 

 
 
平成27年2月期通期連結業績予想数値の修正（平成26年3月1日～平成27年2月28日） 
 

 
 
平成27年2月期第2四半期（累計）個別業績予想数値の修正（平成26年3月1日～平成26年8月31日) 
 

 
 
平成27年2月期通期個別業績予想数値の修正（平成26年3月1日～平成27年2月28日） 
 

修正の理由 
【第2四半期業績予想について】 
 不動産分譲事業につきましては、平成26年7月11日付け「たな卸資産評価損及び特別損失の計上に関するお知らせ」に
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業績予想の修正に関するお知らせ 

最近の業績動向を踏まえ、平成26年４月11日に公表した業績予想を下記の通り修正いたしましたのでお知
らせいたします。 

記 

● 業績予想の修正について 

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 1株当たり四半期純
利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(A) 525 55 △5 △10 △0.44
今回修正予想(B) 2,715 △430 △490 △535 △13.76
増減額(B-A) 2,190 △485 △485 △525
増減率(%) 417.1 ― ― ―
（ご参考）前期第2四半期実績 
（平成26年2月期第2四半期） 884 △346 △550 △585 △26.20

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(A) 1,330 110 10 5 0.22
今回修正予想(B) 4,825 △310 △425 △475 △12.22
増減額(B-A) 3,495 △420 △435 △480
増減率(%) 262.8 ― ― ―
（ご参考）前期実績 
（平成26年2月期） 1,372 △449 △798 △293 △12.93

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 1株当たり四半期純
利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(A) 505 30 △10 △11 △0.48
今回修正予想(B) 2,700 △445 △490 △535 △13.76
増減額(B-A) 2,195 △475 △480 △524
増減率(%) 434.7 ― ― ―
（ご参考）前期第2四半期実績 
（平成26年2月期第2四半期） ― ― ― ― ―

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(A) 1,310 90 12 8 0.35
今回修正予想(B) 4,790 △340 △425 △470 △12.09
増減額(B-A) 3,480 △430 △437 △478
増減率(%) 265.6 ― ― ―
（ご参考）前期実績 
（平成26年2月期）

1,341 △368 △513 △304 △13.41



て公表しておりました大宮土地の売却が、本日予定どおり完了いたしました。なお、不動産賃貸管理事業につきましては、
概ね計画どおり進捗しております。 
 これらの状況から、売上高につきましては、不動産の売却により増加する見込みです。しかしながら、営業利益及び経常
利益につきましては、大宮土地に係るたな卸資産評価損の計上等により減少する見込みです。当期純利益につきまして
は、営業利益及び経常利益の減少理由に加え、補修工事費用を特別損失に計上したことにより減少する見込みです。 
 
 
【通期業績予想について】 
 不動産分譲事業につきましては、平成26年7月25日付け「当社に対する訴訟提起及び和解に関するお知らせ」にて公表
いたしましたとおり、合意に基づく弁済を平成27年4月30日までに実施いたします。その弁済にあったては、担保物件の売
却代金を充当する予定であることから、たな卸不動産の売却見込み額を売上高予想に加えました。不動産賃貸管理事業
につきましては、保有不動産の売却に伴い、賃料収入が減少する影響を考慮いたしましたが、その他の賃貸事業は当初
計画どおりに進捗する見込みです。 
 これらの状況から、売上高につきましては、3,480百万円増加する見込みです。一方、営業利益、経常利益及び当期純利
益につきましては、第2四半期の修正に伴い、下方修正となりましたが、各種営業努力と経費のコントロール等により、第2
四半期業績予想より赤字幅が縮小する見込みです。 
 
※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後のさ 
まざまな要因によって想定数値と異なる場合があります。 

以 上


